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第６ 農業経営基盤強化促進事業に関する事項 

 

本町は、埼玉県が策定した「農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針」の第５「農業

経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事項」に定められた方向に即しつつ、本町農

業の地域特性、即ち、複合経営を中心とした多様な農業生産の展開や兼業化の著しい進行な

どの特徴を十分踏まえて、以下の方針に沿って農業経営基盤強化促進事業に積極的に取り組

む事業として、次に掲げる事業を行う。 

① 地域計画推進事業 

② 農地中間管理機構が行う事業 

③ 農用地利用改善事業の実施を促進する事業 

 ④ 委託を受けて行う農作業の実施を促進する事業 

 ⑤ 農業経営の改善を図るために必要な農業従事者の育成及び確保を促進する事業 

 ⑥ 第１の６で示す新たに農業経営を営もうとする青年等の育成確保に関する事業 

⑦ その他農業経営基盤の強化を促進するために必要な事業 

  これらの各事業については、各地域の特性を踏まえてそれぞれに地域に適した事業を主

体とした重点的、効果的実施を図るものとする。 

 ア 本町では現在５地区において、土地基盤整備事業が完了しており、この事業によって

整備された生産基盤条件の形成を活かすため、農地中間管理事業、農地中間管理機構が

行う特例事業を重点的に実施する。 

   また、農作業受委託等を推進し、営農集団等の主体的な取組みによって担い手農業者

が連担的な条件下で効率的な生産が行えるよう努める。 

 イ 農用地利用改善事業の推進を図るため、地域計画の作成・更新を通した地域における

協議の場による合意形成を通じ、担い手への農用地の利用集積を促進する。 

 ウ 協議の場の開催時期については、幅広い農業者の参画を図るため、協議の場を設置す

る区域ごとに、当該区域における基幹作物の農繁期を除いて設定することとし、開催に

当たっては、本町の広報への掲載やインターネットの利用等に加え、他の農業関係の集

まりを積極的に活用し、周知を図る。参加者については、農業者、毛呂山町、農業委員、

農地利用最適化推進委員、農業協同組合、農地中間管理機構の農地相談員、土地改良区、

県、その他の関係者とし、協議の場において、地域の中心となる農用地の出し手及び受

け手の意向が反映されるように調整を行う。協議の場の参加者等から協議事項に係る問

合せへの対応を行うための窓口を産業振興課に設置すること。農業上の利用が行われる

農用地等の区域については、これまで人・農地プランの実質化が行われている区域を基

に、農業振興地域内の農用地等が含まれるように設定することとし、その上で、様々な

努力を払ってもなお、農業上の利用が見込めず、農用地として維持することが困難な農
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用地については、活性化計画を作成し、粗放的な利用等による農用地の保全等を図る。 

本町は、地域計画の策定に当たって、県・農業委員会・農地中間管理機構・農業協同組

合・土地改良区等の関係団体と連携しながら、協議の場の設置から地域計画の公表に至る

まで、適切な進捗管理を行うこととし、地域計画に基づいて利用権の設定等が行われてい

るか進捗管理を毎年実施する。 

以下、各個別事業ごとに述べる。 

 

１ 農地中間管理機構が行う事業に関する事項 

（１）本町は、県下一円を区域として農地中間管理機構が行う事業を行う公益社団法人埼玉

県農林公社との連携の下に、普及啓発活動等を行うことによって同公社が行う事業の実

施の促進を図る。 

（２）町、農業委員会、農業協同組合は、農地中間管理機構が行う事業を促進するため、農

地中間管理機構に対し、情報提供、事業の協力を行うものとする。 

 

２ 農用地利用改善事業の実施の単位として適当であると認められる区域の基準その他農用

地利用改善事業の実施の基準に関する事項 

（１）農用地利用改善事業の実施の促進 

   本町は、地域関係農業者等が農用地の有効利用及び農業経営の改善のために行う自主

的努力を助長するため、地域関係農業者等の組織する団体による農用地利用改善事業の

実施を促進する。 

（２）区域の基準 

   農用地利用改善事業の実施の単位として適当であると認められる区域の基準は、土地

の自然的条件、農用地の保有及び利用の状況、農作業の実施の状況、農業経営活動の領

域等の観点から、農用地利用改善事業を行うことが適当であると認められる区域（１～

数集落）とするものとする。ただし、土地の自然的条件、農用地の保有及び利用の状況、

農作業の実施の状況、農業経営活動の領域等から一の集落を単位とした区域を実施区域

とすることが困難である場合にあっては、農用地の効率的かつ総合的な利用に支障を来

さない場合に限り、集落の一部を除外した区域を実施区域とすることができるものとす

る。 

（３）農用地利用改善事業の内容 

   農用地利用改善事業の主要な内容は、（２）に規定する区域内の農用地の効率的かつ

総合的な利用を図るための、作付地の集団化、農作業の効率化その他の措置及び農用地

の利用関係の改善に関する措置を推進するものとする。 

（４）農用地利用規程の内容 
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  ① 農用地利用改善事業の準則となる農用地利用規程においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

   ア 農用地の効率化かつ総合的な利用を図るための措置に関する基本的な事項 

   イ 農用地利用改善事業の実施区域 

   ウ 作付地の集団化その他農作物の栽培の改善に関する事項 

   エ 認定農業者とその他の構成員との役割分担その他農作業の効率化に関する事項 

   オ 認定農業者に対する農用地の利用の集積の目標その他農用地の利用関係の改善に

関する事項  

   カ その他必要な事項                      

  ② 農用地利用規程においては、①に掲げるすべての事項についての実行方策を明らか

にするものとする。 

（５）農用地利用規程の認定 

  ① （２）に規定する区域をその区域とする地域関係農業者等の組織する団体で、定款

又は規約及び構成員につき法第２３条第１項に規定する要件を備えるものは、基本要

綱様式第６－１号の認定申請書を本町に提出して、農用地利用規程について本町の認

定を受けることができる。 

  ② 本町は、申請された農用地利用規程が次に掲げる要件に該当するときは、法第２３

条第１項の認定をする。 

   ア 農用地利用規程の内容が基本構想に適合するものであること。 

   イ 農用地利用改善事業の実施区域が地域計画の区域内にあるときは、農用地利用規 

程の内容が当該地域計画の達成に資するものであること。 

   ウ 農用地利用規程の内容が農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なも

のであること。 

   エ （４）の①のエに掲げる役割分担が認定農業者の農業経営の改善に資するもので

あること。 

   オ 農用地利用規程が適正に定められており、かつ、申請者が当該農用地利用規程で

定めるところに従い農用地利用改善事業を実施する見込みが確実であること。 

③ 本町は、②の認定をしたときは、その旨及び当該認定にかかる農用地利用規程を本  

町の掲示板への提示により公告する。 

  ④ ①から③までの規程は、農用地利用規程の変更についても準用する。 

（６）特定農業法人又は特定農業団体を定める農用地利用規程の認定 

  ① （５）の①に規定する団体は、農用地の保有及び利用の現況及び将来の見通し等か

ら見て農用地利用改善事業が円滑に実施されないと認めるときは、当該団体の地区内

の農用地の相当部分について農業上の利用を行う効率的かつ安定的な農業経営を育成
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するという観点から、当該団体の構成員からその所有する農用地について利用権の設

定等又は農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を行う農業経営を営む法人（以下

「特定農業法人」という。）又は当該団体の構成員からその所有する農用地について

農作業の委託を受けて農用地の利用の集積を行う団体（農業経営を営む法人を除き、

農業経営を営む法人となることが確実であると見込まれること、定款又は規約を有し

ていることなど農業経営基盤強化促進法施行令（昭和５５年政令第２１９号）第１１

条に掲げる要件に該当するものに限る。以下「特例農業団体」という。）を、当該特

定農業法人又は特定農業団体の同意を得て、農用地利用規程において定めることがで

きる。 

② ①の規程により定める農用地利用規程においては、（４）の①に掲げる事項のほか、

次の事項を定めるものとする。 

   ア 特定農業法人又は特定農業団体の名称及び住所 

   イ 特定農業法人又は特定農業団体に対する農用地の利用の集積の目標 

   ウ 特定農業法人又は特定農業団体に対する農用地の利用権の設定等及び農作業の委

託に関する事項 

エ 農地中間管理事業の利用に関する事項 

  ③ 本町は、②に規定する事項が定められている農用地利用規程について（５）の①の

認定の申請があった場合において、農用地利用規程の内容が（５）の②に掲げる要件

のほか、次に掲げる要件に該当するときは、（５）の①の認定をする。 

   ア ②のイに掲げる目標が（２）に規定する区域内の農用地の相当部分について利用

の集積をするものであること。 

   イ 申請者の構成員からその所有する農用地について利用権の設定等又は農作業の委

託を行いたい旨の申出があった場合に、特定農業法人が当該申出に係る農用地につ

いて利用権の設定等若しくは農作業の委託を受けること、又は特定農業団体が当該

申出に係る農用地について農作業の委託を受けることが確実であると認められるこ

と。 

④ ②で規定する事項が定められている農用地利用規程（以下「特定農用地利用規程」

という。）で定められた特定農業法人は、認定農業者と特定農用地利用規程は、法第

１２条第１項の認定に係る農業経営改善計画とみなす。 

 

（７）農用地利用改善団体勧奨等 

① （５）の②の認定を受けた団体（以下「認定団体」という。）は、当該認定団体が

行う農用地利用改善事業の実施区域内の農用地の効率的かつ総合的な利用を図るため

特に必要があると認められるときは、その農業上の利用の程度がその周辺の当該区域
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内における農用地の利用の程度に比べ、著しく劣っていると認められる農用地につい

て、当該農用地の所有者（所有者以外に権原に基づき使用及び収益をする者がある場

合には、その者）である当該認定団体の構成員に対し、認定農業者（特定農用地利用

規程で定めるところに従い、農用地利用改善事業を行う認定団体にあっては、当該特

定農用地利用規程で定められた特定農業団体を含む。）に利用権の設定等又は農作業

の委託を行うよう勧奨することができる。 

② ①の勧奨は、農用地利用規程に基づき実施するものとする。 

③ 特定農用地利用規程で定められた特定農業法人及び特定農業団体は、当該特定農用

地利用規程で定められた農用地利用改善事業の実施区域内にその農業上の利用の程度

がその周辺の当該区域内における農用地の利用の規程に比べ、著しく劣っていると認

められる農用地がある場合には、当該農用地について利用権の設定等又は農作業の委

託を受け、当該区域内の農用地の効率的かつ総合的な利用を図るよう努めるものとす

る。 

（８）農用地利用改善事業の指導、援助 

① 本町は、認定団体が農用地利用改善事業を円滑に実施できるよう必要な指導援助に

努める。 

②  本町は、(５)の①に規定する団体又は当該団体になろうとするものが、農用地利用

改善事業の実施に関し、川越農林振興センター、農業委員会、農業協同組合、農地中

間管理機構（公益社団法人埼玉県農林公社）等の指導、助言を求めてきたときは、毛

呂山町農業再生協議会との連携を図りつつ、これらの機関・団体が一体となって総合

的・重点的な支援・協力が行われるように努める。 

 

３ 農業協同組合が行う農作業の委託のあっせんの促進その他の委託を受けて行う農作業の

実施の促進に関する事項 

（１）農作業の受委託の促進 

   本町は、次に掲げる事項を重点的に推進し、農作業の受委託を組織的に促進する上で

必要な条件の整備を図る。 

ア 農業協同組合その他農業に関する団体による農作業受委託のあっせんの促進 

  イ 効率的な農作業の受託事業を行う生産組織又は農家群の育成 

  ウ 農作業、農業機械利用の効率化等を図るため農作業の受託の促進の必要性について

の普及啓発 

  エ 農用地利用改善事業を通じた農作業の効率化のための措置と農作業の受委託の組織

的な促進措置との連携の強化 

  オ 地域及び作業ごとの事情に応じた部分農作業受委託から全面農作業受委託、さらに



19 

 

は利用権の設定への移行の促進 

  カ 農作業の受託に伴う労賃、機械の償却等の観点からみた適正な農作業受託料金の基

準の設定 

（２）農業協同組合による農作業の受委託のあっせん等 

   農業協同組合は、農業機械銀行方式の活用、農作業受委託のあっせん窓口の開設等を

通じて、農作業の受託又は委託を行おうとする者から申出があった場合は、農作業の受

委託についてあっせんに努めるとともに、農作業の受託を行う農業者の組織化の推進、

共同利用機械施設の整備等により、農作業受委託の促進に努めるものとする。 

また、地域計画の実現に当たっては、担い手が受けきれない農用地について適切に管理

し、将来的に担い手に引き継ぐことが重要であるため、農作業受委託の推進に向けて、農

業支援サービス事業者による農作業受託料金の情報提供の推進や、農作業受託事業を実施

する生産組織の育成、地域計画の策定に向けた協議における農作業受委託の活用の周知等

を行うことにより、農作業の受委託を促進するための環境の整備を図るものとする。 

 

４ その他農業経営基盤強化促進事業の実施に関し必要な事項 

（１）農業経営基盤の強化を促進するために必要なその他の関連施策との連携 

本町は、１から３までに掲げた事項の推進に当たっては、農業経営基盤の強化の促進

に必要な、以下の関連施策との連携に配慮するものとする。 

  ア 本町は、農業生産基盤整備の促進を通じて、農道整備や用排水路整備等を進めると

ともに高性能機械施設の導入を推進し、効率的かつ安定的な農業経営を目指す者が経

営発展を図っていく上での条件整備を図る。 

  イ 本町は、経営所得安定対策への積極的な取組みによって、水稲作、転作を通ずる望

ましい経営の育成を図ることとする。 

    特に、土地基盤整備事業実施地区においてはブロックローテーションによる集団的

土地利用を図る。 

    また、営農集団等を育成しつつ、農地の流動化を推進し、農用地利用の集積、連担

化による効率的作業単位の形成等望ましい経営の営農展開に資するよう努める。 

  ウ 本町は、地域の農業の振興に関するその他の施策を行うに当たっては、農業経営基

盤強化の円滑な促進に資することとなるように配慮するものとする。 

（２）推進体制等 

  ① 事業推進体制等 

    本町は、農業委員会、農業協同組合、川越農林振興センター、その他の関係団体と

連携しつつ、農業経営基盤強化の促進方策及び今後１０年にわたり、第１、第５で掲

げた目標や第２の指標で示される効率的かつ安定的な経営の育成に資するための実現
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方策について検討することとする。また、関係者が一体となって合意の下に効率的か

つ安定的な経営の育成及びこれらへの農用地利用の集積を強力に推進する。 

② 農業委員会等の協力 

    農業委員会、農業協同組合は、農業経営基盤強化の円滑な実施に資することとなる

よう、相互に連携を図りながら協力するように努めるものとし、本町は、このような

協力の推進に配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


